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As of the 2024 fiscal year, Japan's R&D (Research and Development) tax 

credit amounted to 763.7 billion yen, which is equivalent to approximately 

5% of corporate tax revenue, and the largest loss of tax revenue among the 

special tax measures. Nevertheless, the R&D tax credit is still necessary 

because there is a positive externality in firms' R&D activities; even if re-

sults are produced, there is a public goods-like characteristic wherein they 

are free-ridden. Thus, if left to the market mechanism, firms' R&D activi-

ties will be underestimated. Information asymmetry, uncertainty, and the 

need to secure funding for R&D activities may also arise. While it is possi-

ble to support R&D activities through subsidies or other policy measures, 

the R&D tax credit has a lower application cost than subsidies requiring 

advanced applications and post-event reporting of results, thus offering 

greater benefits to firms. However, as this causes a significant loss in tax 

revenue, there is a great deal of interest in the results of the R&D tax sys-

tem, which has led to many empirical analyses on this topic. Subsequently, 

this study comprehensively surveys previous empirical analyses of Japan's 

R&D tax credit system and highlights the importance of analyzing the sys-

tem from the cost of capital perspective. I therefore present a model of firm 

behavior that incorporates the R&D tax system, derives the cost of capital, 

and theoretically examines the after-tax marginal cost of R&D and the B 

index. Finally, the results obtained from estimating the after-tax marginal 

cost and B index based on Japan's R&D tax system demonstrate that Ja-

pan's system favors small and medium-sized enterprises over large firms.
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１．はじめに
　企業の研究開発活動に対しては、法人税制における優遇措置が講じられてい

る。これが研究開発税制だが、日本の場合は租税特別措置のうちの試験研究を

行った場合の法人税額の特別控除が該当する。図 1 に、研究開発税制の税額控

除と法人税収に対する割合の推移を示した。日本の研究開発税制は 2024 年度

の時点で 7,637 億円の税額控除となっており、これは法人税の税収の約 5％の

規模に相当し、租税特別措置のなかでも最大の税収ロスを生じている。なぜ、

このような大きな税収ロスを生んでまで、企業の研究開発活動を税制で支援す

るべきなのだろうか。

　企業の研究開発活動には、家計や企業に対して正の外部性が存在し、成果が

生まれてもフリーライドされてしまう公共財的な性質がある。そのため、研究

開発を行う企業は、社会的便益よりも私的便益にもとづいて行動し、研究開発

図 1　日本の研究開発税制の税額控除と法人税収に対する割合の推移
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列データ」より作成。
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活動は社会的に過小になる。このような市場の失敗の是正には、政府による何

らかの支援が必要であることを示したのは Arrow(1962) であった 1。そのため、

政府による政策的な措置による外部性の内部化が必要になる。

　代表的な政府による政策的な措置には、規制、税制、補助金がある。このうち、

税制と補助金はどちらも財政上の措置が必要であるが、研究開発活動への支援

には税制と補助金の双方が活用されている。研究開発税制は、企業が研究開発

を行った場合に法人税負担を軽減する租税特別措置であるため、法人税を負担

する黒字企業しか研究開発税制を活用できないが、補助金ならば赤字企業でも

支援できる。また、補助金は国の予算として計上されるが、研究開発税制は予

算として計上されず、財政上の統制がとりにくい。

　それでも日本をはじめとして、多くの国々では、補助金だけでなく研究開発

税制が活用されてきた。補助金の場合、企業は政府に事前に申請を行い、事後

に成果を報告する必要がある。しかしながら、研究開発には不確実性やリスク

が伴い、必ず成果が上がるかは事前に分からず、申請段階で研究開発アイディ

アが外部に流出する危惧もある。また、政府が研究開発を進めたいと考える分

野でしか、補助金制度を創設しないが、情報の非対称性によって、政府はどの

ような分野が将来的に発展するかを事前に知ることはできない。補助金よりも

研究開発税制の方が、企業にとって申請コストが低く、行政側のコストも低い

という実務上のメリットもある。研究開発には多額の資金調達が必要な場合も

あることから、企業には研究開発税制によってキャッシュフローを確保できる。

また、研究開発税制よりも補助金の方が民間企業によるレントシーキングの可

能性が高い。以上の理由から、研究開発税制が活用されてきたと考えられる 2。

　しかしながら、租税特別措置のなかでも最大の法人税の税収ロスをもたらす

研究開発税制に対して、研究開発活動の成果に関心が集まることは当然であり、

そのために多くの実証分析が実施されてきた。そこで本稿は、日本の研究開発

1　�企業の研究開発活動の特徴については、入江 (1998)、岩崎 (2001)、古賀 (2005)、元橋 (2009)、
大塚 (2010) を参照。

2　�研究開発税制の役割や問題点については、古賀 (1998a)、岩澤 (2001)、内閣府政策統括官
(2002)、西野 (2003)、European Commission (2014)、諸富・川勝 (2015)、安部 (2017)、
瀬古 (2017)、神山 (2018)、谷口 (2018)、佐藤 (2018)、佐藤 (2020)、濱田 (2021) を参照。
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税制の実証分析の包括的なサーベイを行う。その上で、研究開発税制を資本コ

ストの観点から理論的に分析する手法の重要性を指摘して、モデルを提示する。

モデルから得た税引き後限界費用と B index を検証し、日本の研究開発税制を

評価する。

　本稿の構成は以下の通りである。2 節では、日本の研究開発税制の実証分析

の先行研究を網羅的にサーベイし、研究開発税制を資本コストの観点から分析

する手法の重要性を指摘する。3 節では、研究開発税制を組み込んだ企業行動

モデルを提示して資本コストを導出し、4 節では研究開発費の税引き後限界費

用、5 節では B index を理論的に検討する。6 節では、日本の研究開発税制を

もとに税引き後限界費用と B index を推計する。最後の 7 節は本稿の内容をま

とめてむすびとする。

2．日本における研究開発税制の実証分析の包括的なサーベイ
　本節では、日本の研究開発税制の実証分析を行った先行研究について時系列

的にサーベイを行う 3。以下では、モデルにもとづく分析を行った 1990 年代

から 2020 年代にかけた先行研究を、10 年間または 5 年間に区切って包括的に

紹介する 4。

　玉田 (1998a,b) は企業へのアンケート調査にもとづき、増加試験研究税制の

効果を分析し、当時の研究開発税制の算定方法の変更を提言した。古賀 (1998a)

は企業行動モデルより導出した研究開発税制の資本コストを企業財務データを

用いて推計し、研究開発税制による資本コスト削減効果を産業別に検討した。

　Koga(2003) は企業の財務データを用いて研究開発税制による税価格弾力性

を推計した。米谷・松浦 (2007) は、研究開発税制の資本コストを企業財務デー

タより計測し、リスクプレミアムとの関係を検討した。Ogawa(2007) は製造

3　�本節と同様に、研究開発税制の実証分析を紹介する先行研究としては、入江 (1998)、
European Commission(2014)、佐藤 (2018)、佐藤 (2000)、古賀 (1998b,2005)、加藤・齊
藤 (2013)、松浦 (2021)、池田・伊地知 (2023)、デロイトトーマツコンサルティング合同会
社 (2023) がある。

4　�モデル分析が行われていないが、データによる検証を行った先行研究として、伊地知 (2007)、
平井 (2013a,b)、岡田 (2014)、柿原・米田・田村・山口・馬 (2015) がある。
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業のパネルデータを用いて、研究開発税制と全要素生産性の関係について分析

した。元橋 (2009) は研究開発税制が税制コストを通じて研究開発費に与える

影響について、計量経済モデルによって分析した。大西・永田 (2009) は PSM

（Propensity Score Matching）による DID（Difference in Difference）分析

によって研究開発税制の効果を分析した。川口 (2009) は研究開発税制が法人

実効税率に与える影響を分析した。

　古賀 (2012) は中小企業の財務データを用いて生産関数を推計し、研究開発

税制が生産性に与える影響を分析した。川口 (2012) は企業のキャッシュフロー

と研究開発税制の関係について分析を行った。前川 (2013) は研究開発税制の

改正または法人税の税率引下げによる研究開発費への影響について分析した。

Kasahara, Shimotsu and Suzuki(2014) や Kobayashi(2011,2014) は企業の財

務データを用いて研究開発税制による研究開発への効果を分析した。

　細野・布袋・宮川 (2015) は、資本コストと内部資金による研究開発投資へ

の影響を分析した。山崎 (2017) は、研究開発税制による研究開発投資への影

響について、企業の財務データを用いた分析を行った。川口 (2019) は、研

究開発投資と内部留保ならびに研究開発税制の関係について分析した。古賀

(2019) は企業の財務データを用いて研究開発税制の実効税率を推計した。三菱

UFJ リサーチ＆コンサルティング (2019,2020) は、中小企業の試験研究費の効

果について分析を行った。

　有限責任監査法人トーマツ (2022) はアンケート調査にもとづく研究開発税

制による政策効果の分析を行った。池内 (2022) は、繰越控除制度の廃止など

の研究開発税制の税制改正の影響を分析した。河瀬 (2023) は繊維産業におい

て研究開発税制と研究開発の関係について実証分析を行った。

　以上のように、1990 年代から 2020 年代までにかけて、数多くの先行研究

が研究開発税制を分析してきた。その分析手法と分析結果は様々であるが、本

稿では企業行動モデルより導出される研究開発税制を組み込んだ資本コストを

用いた分析に着目する。その理由は、後に述べるように、OECD が資本コスト

から導出される研究開発税制に関する指標である B index を重視しているため

である。次節では、研究開発税制の分析ツールを求めるための企業行動モデル
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を示す。

3．研究開発税制を組み込んだ企業行動モデル
　本節では、研究開発税制を組み込んだ企業行動モデルを提示する。法人税制

を分析した Jorgenson and Hall (1971) の伝統的な企業行動モデルに、研究開

発税制を導入する 5。簡単化のために財価格ならびに研究開発価格は 1 に基準

化し、研究開発資本ストック G を生産要素とする生産関数 F、研究開発費 R、

法人税額 T とするとき、企業の利潤 と企業価値 V を以下のように示す。

  

　なお、株主のもつ割引率ρ、t は時間の添え字である。単純化のため、研究

開発費は企業の内部留保によって支出されると想定する。

　次に、法人税の税率τ (0≤τ≤1) とするとき、法人税額 T は下記のようになる。

ここで、当期の研究開発費 R のうち税法上の損金算入が認められる経常的支出

のシェアα (0≤α≤1)、研究開発資本ストック G に対する減価償却費φ、研究

開発費に対する税額控除額 J である。これらがモデル上の研究開発税制である。

　日本の場合、研究開発税制が適用される企業は、黒字企業で法人税額 T が十

分に大きいことが条件になるが、ここでは、その条件を満たす企業を想定する 6。

このとき、企業の利潤 は以下のように示される。

研究開発費 R のうち研究開発資本ストック G への資本的支出のシェアβ (0

≤ β≤1,0 ≤α+β≤1)、研究開発資本ストックの経済的減耗率δR&D とし、研究

開発資本ストックの蓄積方程式を

5　�本節は古賀 (1998a,2005)、Cabral, Appelt and Hanappi(2021) を参考にした。
6　�日本の研究開発税制の具体的な制度は後に説明する。
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として設定したとき、蓄積方程式のもとで企業価値 V を最大化すれば、研究開

発税制の資本コスト を得ることができる。簡単化のため、割引率は利子率

に等しい (ρ=r) としている。

ここで、研究開発税制の節税額（の割引現在価値）AR&D、研究開発費の税引き

後限界費用 C である。これらに減価償却費φや税額控除額 J が反映される。B 

index については後に考察する。

　一方、資本コストの性質の比較のため、物的資本ストック K を生産関数にも

ち、国税の法人税や地方法人課税を組み込んだ企業行動モデルを用いれば、法

人税制の資本コスト を得ることができる。

ここで、法人税等による節税額（の現在割引価値）ATAX、物的資本ストック K

の経済的減耗率δTAX である。

　さて、税制がない場合 (AR&D =ATAX = δR&D = δTAX =0) の資本コスト は利子

率 r に等しい 。税制がない場合の資本コスト よりも、法人税制の資本

コスト は高くなり、研究開発税制の資本コスト は低くなると考えら

れることから、これら 3 つの資本コストの大小関係は、通常、下記のようになる。

　図 2 にこれらの関係を描いている。横軸は研究開発資本ストック G または物

的資本ストック K、縦軸はこれらの資本ストックによる限界収益率とコストで

ある。資本の限界収益曲線は右下がりで描かれる。単純化のため、研究開発資

本ストック G と物的資本ストック K の限界収益曲線が同じだと考えている。
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　税制がない場合の資本コスト では、限界収益曲線との交点 B において研究

開発資本ストック G * または物的資本ストック K * が最適となる。法人税制の

資本コスト では、交点 C において、物的資本ストック K ** が最適となる。

このとき、税収は四角形 ECIF、超過負担は三角形 CBI となる。この場合の限

界実効税率 EMTRTAX の定義は以下のようになる。ここで分子の は

「税のくさび」である。

　一方、研究開発税制においても、同様の考察ができる。研究開発税制の資本

コスト では、交点 A において、研究開発資本ストック G ** が最適となる。

このとき、四角形 FDAH は「隠れた補助金」であり、超過負担は三角形 BDA

となる。このとき、限界実効税率 EMTRR&D を次のように定義できる。

図 2　研究開発税制と法人税制の資本コストと限界収益率

9 
 

図図 22  研研 究究 開開 発発 税税 制制 とと 法法 人人 税税 制制 のの 資資 本本 ココ スス トト とと 限限 界界 収収 益益 率率   

  
  

 図 2 に こ れ ら の 関 係 を 描 い て い る 。 横 軸 は 研 究 開 発 資 本 ス ト ッ ク𝐺𝐺ま た は 物

的 資 本 ス ト ッ ク𝐾𝐾、 縦 軸 は こ れ ら の 資 本 ス ト ッ ク に よ る 限 界 収 益 率 と コ ス ト で

あ る 。 資 本 の 限 界 収 益 曲 線 は 右 下 が り で 描 か れ る 。 単 純 化 の た め 、 研 究 開 発 資

本 ス ト ッ ク𝐺𝐺と 物 的 資 本 ス ト ッ ク𝐾𝐾の 限 界 収 益 曲 線 が 同 じ だ と 考 え て い る 。  

 税 制 が な い 場 合 の 資 本 コ ス ト𝑝𝑝�で は 、 限 界 収 益 曲 線 と の 交 点 B に お い て 研 究

開 発 資 本 ス ト ッ ク𝐺𝐺∗ま た は 物 的 資 本 ス ト ッ ク𝐾𝐾∗が 最 適 と な る 。 法 人 税 制 の 資 本

コ ス ト𝑝𝑝����で は 、交 点 C に お い て 、物 的 資 本 ス ト ッ ク𝐾𝐾∗∗が 最 適 と な る 。こ の と

き 、 税 収 は 四 角 形 ECIF、 超 過 負 担 は 三 角 形 CBI と な る 。 こ の 場 合 の 限 界 実 効

税 率𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸���の 定 義 は 以 下 の よ う に な る 。こ こ で 分 子 の �𝑝𝑝���� � 𝑝𝑝��は「 税 の く さ び 」

で あ る 。  

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸��� � 𝑝𝑝���� � 𝑝𝑝�
𝑝𝑝�   �8� 

 一 方 、 研 究 開 発 税 制 に お い て も 、 同 様 の 考 察 が で き る 。 研 究 開 発 税 制 の 資 本

コ ス ト𝑝𝑝��&�で は 、交 点 A に お い て 、研 究 開 発 資 本 ス ト ッ ク𝐺𝐺∗∗が 最 適 と な る 。こ
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　図 2 は、研究開発資本ストック G と物的資本ストック K の限界収益曲線が

等しいと想定して描いているが、実際は異なるだろう。企業としては、研究開

発資本ストックと物的資本ストックのどちらの限界収益が高いか、そして法人

税制と研究開発税制の資本コストを考慮しながら、両者の資本ストックへの投

資がなされると考えられる。

４．研究開発税制の税引き後限界費用の理論的検討
　研究開発税制の資本コスト において、税引き後限界費用 C は資本コス

トの重要な構成要素である。研究開発費の限界的な税引き前費用が 1 万円であ

れば、研究開発費の税引き後限界費用 C は、1 万円に対する節税額 AR&D を差

し引くことで得られる。

　本節では、様々な研究開発税制が税引き後限界費用（の割引現在価値）C を

どのように変化させるかを理論的に検討する 7。

　第一にケース (1) として、研究開発費が損金として認められず、企業の当期

の所得から控除できない場合である。このケースは通常の税制としては考えに

くいが、研究開発費の税引き後限界費用を考える際の基準になる。1 万円の研

究開発費は、損金として認められず、税引き後限界費用 C は 1 万円になる。

　第二はケース (2) として経常的支出の場合である。研究開発費は経常的支出

と資本的支出に分けられるが、経常的支出は全額が損金として認められる。経

常的支出の研究開発費 1 万円の税引き後限界費用 C は (1－τ) 万円となる。法

人税の税率τ=0.2 のとき、税引き後限界費用は（1－0.2）=0.8 万円である。

　第三はケース (3) として、資本的支出の定率法による減価償却の場合である。

資本的支出として研究開発費 1 万円を固定資産として計上し、その固定資産を

何年かに分けて費用化する減価償却によって、節税を先送りする。代表的な減

7　�本節と次節の内容は McFetrige and Warda(1983) を参考にした。
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価償却制度には定率法と定額法があり、定率法の法定減価償却率 a (0 ≤ a ≤ 1)

とするとき、減価償却による節税額 AR&D は以下のようになる。ここで、自然

対数の底 e である。

   

このケースでは、税引き後限界費用の割引現在価値 C は {1－τa /(a+r)} 万円

となる。利子率 r =0.05、法定減価償却率 a =0.3 とすれば、税引き後限界費用

は｛1－0.2×0.3/(0.3+0.05)｝＝ 0.8286 万円である。

　第四はケース (4) として、資本的支出の定額法による減価償却の場合である。

定額法の法定耐用年数 L( > 0 ) とするとき、1 万円の資本的支出に対する定額法

の減価償却による節税額 AR&D は以下のようになる。

研究開発費の税引き後限界費用の割引現在価値 C は 万

円となる。1 万円の研究開発費が資本的支出であり、法定耐用年数 L が 5 年間

の定額法による減価償却を行うケースを想定する。1 年間の減価償却費は 1÷5

＝ 0.2 万円であるから、税引き後限界費用 C は［1－0.2×｛0.2 ＋ 0.2/(1+0.05)

＋0.2/(1+0.05)2＋0.2/(1+0.05)3＋0.2/(1+0.05)4｝］=0.8182 万円である。

　ところで、資本的支出においても全額を損金として認められる即時償却があ

り、この扱いはケース (2) の経常的支出と同じである。即時償却と減価償却の

税引き後限界費用 C を比較すると、即時償却の方が減価償却よりも税引き後限

界費用が低くなり、企業にとって有利である。なお、定率法と定額法の税引き

後限界費用の大小は、法定減価償却率 a と法定耐用年数 L に左右される。

　第五はケース (5) として、単純な特別控除の場合である。特別控除率 k(k>0)

として、1 万円の研究開発費を支出したとき、当期の所得から (1+k) 万円を控

除できる。このとき、税引き後限界費用 C は {1－τ(1+k)} 万円となる。特別控

除率 k=0.1 とすれば、税引き後限界費用は｛1－0.2×(1+0.1)｝=0.78 万円となる。

　第六はケース (6) として、前期と当期の研究開発費の増額部分を当期の所得

から控除できる場合である。前期の研究開発費を当期の研究開発費が 1 万円だ
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け超過する場合を想定しよう。このとき、当期の超過額には特別控除が適用で

きるが、次期の研究開発費も増額しなければ、特別控除を適用できないため、

超過にともなう損失も生じる。その損失の割引現在価値は 1/(1+r) 万円となる

ことから、税引き後限界費用 C は [1－τ {1－1/(1+r)}] 万円となる。数値例の

税引き後限界費用は［1－0.2×{1－1/(1+0.05)}］=0.99 万円となる。

　第七はケース (7) として、ケース (6) を一般化し、過去の研究開発費の平均

を、当期の研究開発費が超過した部分を、当期の所得から控除できる場合を

考える。過去 m 年間の研究開発費の平均を、当期の研究開発費が 1 万円だけ

超過する場合を想定しよう。このとき、当期の超過額にともなう次期以降の

損失の割引現在価値は 万円となる。そのため、税引き後限界

費用 C は 万円となる。過去 3 年間（m=3）とし

た場合、税引き後限界費用は〔1－0.2×[1－1/{(1+(1+0.05)-1 ＋ (1+0.05)-2)/3}]〕

=0.8699 万円となる。

　第八はケース (8) として、税額控除の場合である。1 万円の研究開発費の税

額控除率 c(0 ≤c≤ 1) について、企業の税負担を軽減できる単純な税額控除を考

える。このケースでは、税引き後限界費用 C は (1－τ－c) 万円となる。税額控

除率 c=0.1 とすれば、税引き後限界費用は (1－0.2－0.1) ＝ 0.7 万円となる。

　第九にケース (9) として、この企業が研究開発資産の実質的なストックを一

定に保つために名目で 1 万円の研究開発費を支出し、研究開発費の税額控除率

c を適用できる場合を考える。インフレ率πのもとでは、名目の研究開発費は

増加率πで増える。このケースでは、税引き後限界費用 C は [1－{τ+(1+π)c}]

万円である。インフレ率π =0.03 とするとき、税引き後限界費用 C は［1－｛0.2

＋ (1＋0.03)×0.1｝］＝ 0.697 万円となる。

　以上のように、様々な研究開発税制を想定することができ、その税制の違い

によって、税引き後限界費用 C が異なる。以下では、ケース (2) とケース (4)

を組み合わせたケースを想定する。
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　第十にケース (10) として、1 万円の研究開発費のうち、経常的支出の割合

b(0≤b≤1)、資本的支出の割合 (1－b) とし、経常的支出は全額が損金となり、

資本的支出は法定耐用年数 L 年間の定額法の減価償却を適用する場合を考える。

経常的支出の節税額はτb 万円、資本的支出の節税額の割引現在価値は

万円であるから、税引き後限界費用 C は

万円である。
　経常的支出の割合 b=0.9 のとき、経常的支出は 0.9 万円、資本的支出は 0.1

万円となる。法人税の税率τ=0.2、法定耐用年数 L=5 であれば、経常的支出

の節税額は0.2×0.9＝0.18万円、資本的支出の節税額は0.2×0.1×｛1/5＋(1/5)/

(1+0.05) ＋ (1/5)/(1+0.05)2 ＋ (1/5)/(1+0.05)3 ＋ (1/5)/(1+0.05)4｝＝0.0182 万

円である。したがって、税引き後限界費用 C は (1－0.18－0.0182) ＝ 0.8018

万円である。

　表 1 には、本節で考察した様々な研究開発費の税引き後限界費用 C をまとめ、

比較静学として他の要因を所与とし、ひとつのパラメータが増加したときの税

表 1　パラメータが増加したときの税引き後限界費用 C と B index への影響

13 
 

み 合 わ せ た ケ ー ス を 想 定 す る 。  

  

表表 11  パパ ララ メメ ーー タタ がが 増増 加加 しし たた とと きき のの 税税 引引 きき 後後 限限 界界 費費 用用𝑪𝑪とと𝑩𝑩 𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊𝒊へへ のの 影影 響響   

ケ ー ス  
パ ラ メ ー タ が 増 加 し た と き の  

税 引 き 後 限 界 費 用 （ 上 段 ） と𝐵𝐵 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖（ 下 段 ） へ の 影 響  
𝜏𝜏 𝑎𝑎 𝑟𝑟 𝐿𝐿 𝑘𝑘 𝜋𝜋 𝑤𝑤 𝑐𝑐 𝑏𝑏 

(1)損 金 と し な い  N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A 
＋  N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A 

(2)経 常 的 支 出  
（ ま た は 即 時 償 却 ）  

−  N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A 
N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A 

(3)定 率 法 に よ る  
減 価 償 却  

−  −  ＋  N/A N/A N/A N/A N/A N/A 
＋  −  ＋  N/A N/A N/A N/A N/A N/A 

(4)定 額 法 に よ る  
減 価 償 却  

−  N/A ＋  ＋  N/A N/A N/A N/A N/A 
−  N/A ＋  ＋  N/A N/A N/A N/A N/A 

(5)単 純 な 特 別 控 除  −  N/A N/A N/A −  N/A N/A N/A N/A 
−  N/A N/A N/A −  N/A N/A N/A N/A 

(6)前 期 か ら の  
超 過 額 を 控 除  

−  N/A −  N/A N/A N/A N/A N/A N/A 
＋  N/A −  N/A N/A N/A N/A N/A N/A 

(7)過 去𝑚𝑚年 間 の 平 均  
か ら の 超 過 額 を 控 除  

−  N/A −  N/A N/A N/A N/A N/A N/A 
＋  N/A −  N/A N/A N/A N/A N/A N/A 

(8)単 純 な 税 額 控 除  −  N/A N/A N/A N/A N/A N/A −  N/A 
−  N/A N/A N/A N/A N/A N/A −  N/A 

(9)増 額 部 分 の  
税 額 控 除  

−  N/A N/A N/A N/A −  N/A −  N/A 
−  N/A N/A N/A N/A −  N/A −  N/A 

(10)ケ ー ス （ 2） と  
ケ ー ス (4)の 複 合  

−  N/A ＋  ＋  N/A N/A N/A N/A ＋  
−  N/A ＋  ＋  N/A N/A N/A N/A ＋  

備 考 ）「 ＋ 」「 − 」 は パ ラ メ ー タ 𝑥𝑥が 増 加 し た と き の𝜕𝜕𝜕𝜕�𝑥𝑥� 𝜕𝜕𝜕𝜕 の 符 号 で あ る 。  

  

 第 十 に ケ ー ス (10)と し て 、 1 万 円 の 研 究 開 発 費 の う ち 、 経 常 的 支 出 の 割 合

𝑏𝑏�0 � 𝑏𝑏 � 1�、資 本 的 支 出 の 割 合 �1 � 𝑏𝑏�と し 、経 常 的 支 出 は 全 額 が 損 金 と な り 、資

本 的 支 出 は 法 定 耐 用 年 数𝐿𝐿年 間 の 定 額 法 の 減 価 償 却 を 適 用 す る 場 合 を 考 え る 。経

常 的 支 出 の 節 税 額 は 𝜏𝜏𝜏𝜏万 円 、 資 本 的 支 出 の 節 税 額 の 割 引 現 在 価 値 は 𝜏𝜏�1 �
𝑏𝑏�� �1 �1 � ��� ������� 万 円 で あ る か ら 、 税 引 き 後 限 界 費 用 𝐶𝐶 は �1 � 𝜏𝜏�𝑏𝑏 � �1 �
𝑏𝑏�� �1 �1 � ��� ������� ��万 円 で あ る 。  

 経 常 的 支 出 の 割 合𝑏𝑏 � 0.9の と き 、経 常 的 支 出 は 0.9 万 円 、資 本 的 支 出 は 0.1 万

円 と な る 。 法 人 税 の 税 率 𝜏𝜏 � 0.2、 法 定 耐 用 年 数 𝐿𝐿 � 5で あ れ ば 、 経 常 的 支 出 の 節

税 額 は 0.2 × 0.9 ＝ 0.18 万 円 、 資 本 的 支 出 の 節 税 額 は 0.2 × 0.1 × ｛ 1/5 ＋

備考）「＋」「－」はパラメータ x が増加したときの∂C (x ) / ∂x の符号である。
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引き後限界費用への影響を示した（表 1 の上段）。

　たとえば、法人税の税率τが引き上げになれば、税引き後限界費用は低下す

る。したがって、税引き後限界費用 C は法人税の税率τの減少関数である（∂

C(τ)/∂τ<0）。このことは、高い法人税の税率τに直面している企業ほど、研

究開発控除による恩恵が大きいといえるが、そのような企業はそもそも法人税

の負担が大きい企業であることも踏まえる必要がある。

５．B index の理論的検討
　本節では、研究開発費の税引き後限界費用よりも、経済学的な意味をも

つ 指 標 B index に つ い て 理 論 的 に 検 討 す る。B index は McFetridge and 

Warda(1983) が提示した指標であり、近年は OECD が国際比較を行っている 8。

　いま、ある企業がいくつかの研究開発プロジェクトを持っているとしよ

う。その研究開発プロジェクトごとに、限界的な収益の割引現在価値 DR

（Discounted Present Value of R & D related Marginal Revenue） と 限 界

的な費用の割引現在価値 DC（Discounted Present Value of R & D related 

Marginal Cost）を計測したとき、前者を分子、後者を分母とした研究プロジェ

クトの限界収益率πが計算できる。添え字 i は個々の研究開発プロジェクトを

意味する。

　図 3 にあるように、複数の研究開発プロジェクトを、限界収益率πの高い研

究開発プロジェクトから並べるならば、研究開発の限界収益率曲線は右下がり

になる。企業は、限界収益率の高い研究開発プロジェクトから実施してゆくこ

とが効率的である。この企業にとっての問題は、どこまで研究開発プロジェク

トを実施すべきか、その判断である。その際、前節で考察した税引き後限界費

用は、どの研究開発税制が税引き後限界費用を軽減するかの情報を与えてはく

れるが、研究開発プロジェクトの意思決定に関する情報を与えてはくれない。

8　�OECD(2016,2020)、Palazzi(2011)、Appelt, Galindo-Rueda and Cabral (2019)、Cabral, 
Appelt and Hanappi(2021)、池田・伊地知 (2023) を参照。
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　そこで、B index の概念が登場する。もっとも単純な B index は以下のよう

に示される 9。

もっとも単純な B index は、先に考察した研究開発税制の資本コスト の構

成要素である。分母の (1－τ) は、その企業の研究開発プロジェクト以外のプ

ロジェクトによる限界的な税引き後の機会費用である。

図 3　研究開発プロジェクトと B index

15 
 

に な る 。 企 業 は 、 限 界 収 益 率 の 高 い 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト か ら 実 施 し て ゆ く こ

と が 効 率 的 で あ る 。 こ の 企 業 に と っ て の 問 題 は 、 ど こ ま で 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク

ト を 実 施 す べ き か 、 そ の 判 断 で あ る 。 そ の 際 、 前 節 で 考 察 し た 税 引 き 後 限 界 費

用 は 、 ど の 研 究 開 発 税 制 が 税 引 き 後 限 界 費 用 を 軽 減 す る か の 情 報 を 与 え て は く

れ る が 、 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト の 意 思 決 定 に 関 す る 情 報 を 与 え て は く れ な い 。  

  

図図 33  研研 究究 開開 発発 ププ ロロ ジジ ェェ クク トト とと BB  iinnddeexx  

 

  

 そ こ で 、𝐵𝐵 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖の 概 念 が 登 場 す る 。 も っ と も 単 純 な𝐵𝐵 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は 以 下 の よ う に 示

さ れ る 9。  

 
9 OECD(2013)に よ れ ば 、 一 般 化 さ れ た𝐵𝐵 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖の 定 義 は 以 下 の 通 り で あ る 。  

𝐵𝐵 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 �
1 � � �𝑖𝑖𝜃𝜃 � �1 � 𝑖𝑖�𝜓𝜓� �1 � �𝜃𝜃 � 1�

𝜓𝜓� 𝜓𝜓���
1 � ��𝑖𝑖 � �1 � 𝑖𝑖�𝜓𝜓��  

こ こ で 、𝜃𝜃は 研 究 開 発 費 に 対 す る 控 除 率 、𝑖𝑖 � 1は ⿊ 字 企 業 、𝑖𝑖 �0 は 赤 字 企 業 を
示 す 。𝜓𝜓は 赤 字 を 繰 り 越 す 場 合 の 税 の 減 免 パ ラ メ ー タ で あ り 、∞は 無 期 限 の 繰

9　�OECD(2013) によれば、一般化された B index の定義は以下の通りである。

ここで、θは研究開発費に対する控除率、d=1 は黒字企業、d=0 は赤字企業を示す。ψは赤字
を繰り越す場合の税の減免パラメータであり、∞は無期限の繰越、O は繰越期限を意味する。な
お、日本の研究開発税制では、赤字企業への適用ならびに赤字の繰越は認められていない。
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　研究開発プロジェクト以外のプロジェクトの限界費用は、損金として認めら

れるため、節税額はτとなることから、税引き後限界費用は (1－τ) となる。

以上より、研究開発プロジェクト以外のプロジェクトの税引き後の機会費用（分

母）に比較して、研究開発プロジェクトの税引き後限界費用（分子）が、相対

的にどの程度かかるのかという費用便益比率を B index は表している 10。また、

最適な研究開発資本ストックのもとでは、税引き後限界費用は限界収益率に等

しくなるため、B index は限界収益率の指標でもある。

　このとき、ある研究開発プロジェクト限界収益率πi が B index 以上ならば

（πi ≥B index）、その研究開発プロジェクト i は実施すべきであり、限界収益

率πi が B index 未満ならば実施すべきではない（πi < B index）。図 3 にある

ように、B index=1 ならば、研究開発の限界収益曲線と交わる E 点において、

1 から Y までの研究開発プロジェクトが実施される。仮に B index >1 ならば、

F 点のように、研究開発プロジェクトは 1 から X までしか実施できない。B 

index <1 ならば、G 点のように、研究開発プロジェクトは 1 から Z まで実施

できる。

　なお、B index は、個々の企業にも適用できるが、国レベルにも適用できる

概念である。税引き後限界費用は通貨単位で示されるが、B index は通貨単位

が消えるため、国際比較にも使える。この点で政策的にも活用できる指標であ

り、この点を OECD は重視している。たとえば、B index <1 となる国は、そ

の国内の研究開発が盛んになるが、それだけ法人税の税収を失っている。

　以下では、前節で検討した税引き後限界費用 C のケース (1) ～ (10) において、

B indexj を定式化し、数値例を用いて検討する。j はケースの添え字である。

　第一は、研究開発費が損金と認められないケース (1) である。このケースは

通常の制度としては考えにくいが、B index の動きを知る上では重要な基準に

なる。

法人税の税率τ =0.2 ならば B index1=1/(1－0.2)=1.25 となる。この場合、1.25

以上の収益率πをもつ研究開発プロジェクトが実施される。

10　�Warda(2001) によれば、費用便益比率を表すために、B index と命名されたという。
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　第二は研究開発費が経常的支出（または即時償却）となるケース (2) である。

　第三は固定資産の定率法による減価償却となるケース (3) である。

ここで、利子率 r=0.05、法定減価償却率 a=0.3 とすれば、B index3 ＝ 0.8286/

(1－0.2) ＝ 1.0357 となる。

　第四は固定資産の定額法による減価償却となるケース (4) である。

法定耐用年数 L=5 とすれば、B index4 ＝ 0.8182/（1－0.2）=1.0228 である。

　第五は単純な特別控除のケース (5) である。

特別控除率 k=0.1 とすれば、B index5 ＝ (1－0.22)/(1－0.2)=0.975 となる。

　第六は、前期と当期の研究開発費の増額部分を当期の所得から控除できる

ケース (6) である。

数値例によれば、B index6 ＝ 0.99/(1－0.2)=1.2375 となる。

　第七は過去 m 年間の研究開発費の平均の超過額を控除できるケース (7) であ

る。

過去 3 年間（m=3）の場合、B index7 ＝ 0.8699/(1－0.2)=1.0874 となる。

　第八は単純な税額控除のケース (8) である。

税額控除率 c=0.1 とすれば、B index8 =0.7/(1－0.2)= 0.875 となる。
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　第九は実質的な研究開発資本ストックを維持するために、研究開発費の増額

部分の税額控除を認めるケース (9) である。

数値例では、B index9 =0.697/(1－0.2)= 0.8713 となる。

　第十はケース (2) とケース (4) の複合であるケース (10) である。

経常的支出の割合 b=0.9 のとき、B index10 =0.8018/(1－0.2)=1.0002 となる。

　表 1 には、様々な研究開発税制のもとでの B index と、比較静学としてパラ

メータが増加したときの B index の動きを示している（表 1 の下段）。

　なお、OECD は 1 から B index を差し引いた（1－B index）を「研究開発税

制の暗黙的補助率」（Implied Marginal R&D Tax Subsidy Rates）として推計

している 11。図 3 によれば、B index <1 のときの限界収益率曲線との交点 G の

とき、この企業は 1 から Z までの研究開発プロジェクトを実施する。その際、

四角形 JLGK が「隠れた補助金」となる。そのため、研究開発税制の暗黙的補

助率は、政府がどの程度、その企業に補助するのかの程度を示す。

６．日本の研究開発税制の税引き後限界費用と B index の推計
　2023 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日までに開始する事業年度に適用さ

れる日本の研究開発税制には、研究開発費に適用可能な一般型と 2 者以上が関

わる共同研究等において適用可能なオープンイノベーション型がある 12。資本

金 1 億円以下の中小企業は、一般型よりも高い控除率となる中小企業技術基盤

強化税制を適用できる。本節では、一般型の研究開発税制と中小企業技術基盤

強化税制の仕組みを説明したのち、日本の研究開発税制の税引き後限界費用 C

11　�OECD(2016,2020)、Palazzi(2011)、Appelt, Galindo-Rueda and Cabral (2019)、Cabral, 
Appelt and Hanappi(2021)、池田・伊地知 (2023) を参照。

12　�日本の研究開発税制の制度的変遷は、内閣政策統括官 (2002)、田中 (2008)、大西・永田
(2009)、加藤・齊藤 (2013) を参照。
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と B index を推計する。

6.1.  大企業・一般型の場合
　第一に、主に大企業に適用される一般型の研究開発税制の控除率 cLARGE は、

増減試験研究費割合 と比較試験研究費割合 に応じて変化する。増減試験研

究費割合は、研究開発税制の適用を受ける事業年度開始の前 3 年以内に開始し

た各事業年度の試験研究費の平均である比較試験研究費 と当期の試験研究費

E0 の変化 を、比較試験研究費で除算したものである。ここで t=0 は

当期である。

一方、試験研究費割合は、過去 4 年間の売上高 Y の平均額 に対する当期の

試験研究費 E0 の割合である。

　大企業の控除率 は、下記のように表現できる。

企業の比較増減試験研究費割合 が 12％を超える場合、控除率は 11.5％から

最大の 14％まで傾き 0.375 で変化する。増減試験研究費割合が 12％以下の場

合、控除率は最小の 1％から 11.5% まで傾き 0.25 で変化する。設立事業年度

の場合または比較試験研究費 がゼロの場合、控除率は 8.5% である。

　大企業の税額控除 JLARGE は、法人税額 T0 の 25％が控除上限である。

　以上が原則であるが、控除率と控除上限の上乗せ措置がある。企業の試験研

究費割合 が 10％を超える場合、大企業の控除率 に対して、上乗せ措

置としての控除率 cLARGE を適用できる。最大の控除率は 14％である。

経済学論究第 78巻第 4号

－　　－162



すなわち、試験研究費割合が 10％を超える部分の 50％を控除率に加算できる。

　また、控除上限についても上乗せ措置として、2 つの控除上限が決められて

いる。一つ目の控除上限率 は以下のようになる。

企業の増減試験研究費割合 が 4％超ならば控除上限率は 25% から最大 30%

まで傾き 0.625 で変化する。増減試験研究費割合が－4% から 4％ならば控除

上限率は 25％である。増減試験研究費割合が－4％未満ならば最小 20％から

25％まで傾き 0.625 で変化する。二つ目の控除上限率 は以下のように

なる。

試験研究費割合の 10％を越える部分の 2 倍を上限 10％まで控除上限率に加え

ることができる。以上の 2 つの控除上限率のうち、大きい方が最終的な控除上

限率γとなる。

したがって、最大で 35% が控除上限となる 13。

　以上より、上乗せ措置を考慮した税額控除 JLARGE が求められる。

6.2.  中小企業・中小企業技術基盤強化税制の場合
　第二に、中小企業の場合、中小企業技術基盤強化税制を適用できるが、一般

型とは併用できない。中小企業技術基盤強化税制における中小企業の控除率

cSMES は、下記のようになる。

控除率は最小の 12％から最大の 17％まで傾き 0.375 で変化する。

　中小企業の税額控除 JSMES は、法人税額 T0 の 25％が控除上限である。

13　�設立 10 年以内のベンチャー企業は法人税額の 40% が上限となる。
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　以上が原則ではあるが、中小企業の場合も、控除率と乗除上限の上乗せ措

置がある。企業の試験研究費割合 が 10％を超える場合、中小企業の控除率

に対して、上乗せ措置としての控除率 cSMES を適用できる。最大の控除率

は 17％である。

　また、控除上限についても上乗せ措置として、2 つの控除上限が決められて

いる。一つ目の控除上限率 は以下のようになる。

企業の増減試験研究費割合 が 9.4％超ならば控除上限率は最大 35% となる。

二つ目の控除上限率 は以下のようになる。

試験研究費割合の 10％を越える部分の 2 倍を上限 10％まで控除上限率に加え

ることができる。以上の 2 つの控除上限率のうち、大きい方が最終的な控除上

限率γとなる。

したがって、最大で 35% が控除上限となる 14。

　以上より、上乗せ措置を考慮した税額控除 JSMES が求められる。

6.3.  B index の推計
　日本の研究開発税制を説明し終えたので、十分に法人税額を負担している大

企業と中小企業を前提（JLARGE=cLARGE E0, JSMES=cSMES E0）として、一般型の研

究開発税制と中小企業基盤強化税制を適用した場合の税引き後限界費用 C と B 

index を推計する。推計にあたって日本の法人税率τパラメータは、大企業は

2024 年度の普通法人に対する基本税率 23.2％、資本金 1 億円以下の中小企業

14　�オープンイノベーション型は法人税額の 45% が上限となる。
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には基本税率 23.2％に加えて、年 800 万円以下の課税所得に対する軽減税率

15％を用いる。

　第一に大企業について、控除率 cLARGE は最小 1％から最大 14％である。限

界的な 1 万円の研究開発費に対して、節税額 AR&D は最小で (0.232+0.01) ＝

0.242 万円から最大で (0.232+0.14)= 0.372 万円である。税引き後限界費用 C

は最小で (1－0.372) ＝ 0.628 万円から最大で (1－0.242) ＝ 0.758 万円であ

る。したがって、B indexLARGE は最小で 0.628/(1－0.232) ＝ 0.8177、最大で

0.758/(1－0.232) ＝ 0.9869 となる。また、研究開発税制の暗黙的補助率（1

－B indexLARGE）は、最小で（1－0.81177）＝ 0.0131、最大で（1－0.9869）

＝ 0.1823 である 15。

　第二に中小企業について、控除率 cSMES は最小 12％から最大 17％である。

限界的な 1 万円の研究開発費に対して、節税額 AR&D は基本税率の場合は最小

で (0.232+0.12) ＝ 0.242 万円から最大で (0.232+0.17)= 0.402 万円、軽減税

率の場合は (0.15+0.12) ＝ 0.27 万円から最大で (0.15+0.17)= 0.32 万円であ

る。税引き後限界費用 C は最小で (1－0.402) ＝ 0.598 万円から最大で (1－

0.242) ＝ 0.758 万円である。したがって、基本税率の場合の B indexSMES は最

小で 0.598/(1－0.232) ＝ 0.7786 から最大で 0.758/(1－0.232) ＝ 0.9870、軽

減税率の場合の B indexSMES は最小で 0.598/(1－0.15) ＝ 0.7035 から最大で

0.758/(1－0.15) ＝ 0.8918 となる。また、研究開発税制の暗黙的補助率（1－

B indexSMES）は、最小で（1－0.9870）＝ 0.013、最大で（1－0.7035）＝ 0.2965

である。

　すなわち、日本の研究開発税制は、大企業よりも中小企業に手厚い措置をとっ

ていることが分かる。B index を使うことで、インセンティブの観点から、ど

の程度手厚いのか、何が寄与しているのかを数量的に把握できる。

15　�OECD ウ ェ ブ サ イ ト R&D tax incentives in Japan（https://stip-pp.oecd.org/innotax/
countries/Japan）には、日本の 2023 年の大企業の研究開発税制の暗黙的限界補助率（1
－ B index）の推計値が示されており、最小で 0.01、最大で 0.17 となっている。本稿の推
計値とおおむね合致する。
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７．むすび
　本稿は、日本の研究開発税制が、租税特別措置のなかで最大の税収ロスを生

じており、それでも研究開発税制が必要なのは、企業の研究開発活動には正の

外部性があるため、市場に任せると過小になること、そして、情報の非対称性、

不確実性などがあることを指摘した。企業の研究開発活動への支援は、補助金

でも政策的な対応が可能ではあるが、アイディアの流出の危惧や、事前申請や

成果の事後報告が不可欠な補助金よりも研究開発税制の方が自由度は高く、企

業側にメリットが大きい。

　しかしながら、大きな税収ロスを生じているだけに、研究開発税制による成

果に関心が集まり、多くの実証分析が実施されてきたことから、本稿では、日

本の研究開発税制の実証分析の先行研究を網羅的にサーベイした。その上で、

研究開発税制を資本コストの観点から分析する手法の重要性を指摘した。

　本稿は、研究開発税制を組み込んだ企業行動モデルを提示して資本コストを

導出し、研究開発費の税引き後限界費用と B index を理論的に検討した。最後

に、日本の研究開発税制をもとに税引き後限界費用と B index を推計した。B 

index を使うことで、インセンティブの観点から、どの程度手厚いのか、何が

寄与しているのかを数量的に把握できる。日本の研究開発税制は、大企業より

も中小企業に手厚い措置をとっていること分かる。
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